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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

Ⅰ 基本的な考え方 

１ 背景 

日本の総人口は、平成２０年（2008 年）の 1億 2,808 万人をピークに減少に転じ、国立社

会保障・人口問題研究所が発表した「日本の将来推計人口（平 24 年 1 月推計（中位推計））」

では、平成５２年（2040 年）に 1億 728 万人、平成７２年（2060 年）には 8,674 万人まで減

少すると推計しています。 

 国は、人口減少克服と地方創生を合わせて行うことにより、将来にわたって活力ある日本

社会の維持を目的として、「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、平成２６年１２月２７日

に、人口の将来展望を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と、今後５か年の政府

の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しました。 

 「まち・ひと・しごと創生法」第１０条には、「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の策定に努めるよう規定されており、平成２７年度中に「江別市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定することが求められています。 

２ 江別市における人口減少と地域経済縮小の克服 

（１）江別市における人口減少等の状況 

江別市の人口は、少子高齢化を背景に、平成１７年（2005年）の125,601人をピークに減

少しており、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した方法によると、平成５２年

（2040年）には96,000人程度に、さらに平成７２年（2060年）には70,000人程度にまで減

少すると推計されます。また、人口減少ととともに、さらに高齢化が進み、平成５２年（2040

年）には、高齢化率が、41.5％にまで達すると推計されます。 

（２）「まち・ひと・しごと創生」の取り組みについて

  人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる悪循環を断

ち切るため、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確

立し、その好循環を支える「まち」を活性化する、「まち・ひと・しごとの創生」に市民、

自治会、市民活動団体、企業、大学、市などが協力して、一体的に取り組み、地方への新

たな人の流れを生み出す必要があります。 

  このため、平成２７年度（2015年度）を初年度とする今後５か年の目標や施策の基本的

方向、具体的な施策を取りまとめた「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を、以下

の基本的な考え方に基づき策定し、江別市における「まち・ひと・しごと創生」を効果的

に進めてまいります。 

 【基本的な考え方】 

①人口減少と地域経済縮小の克服 

②まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 
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Ⅱ 政策の企画・実行に当たっての基本方針 

１ 計画期間 

平成２７年度～平成３１年度 

２ えべつ未来づくりビジョン＜第６次江別市総合計画＞との関係 

平成２６年度からスタートした、「えべつ未来づくりビジョン＜第６次江別市総合計画 

＞」は、人口減少下において策定した初めての総合計画であり、そのうち江別市の特性や 

優位性を生かして、５年間に重点的・集中的に取り組むとした「えべつ未来戦略」は、人 

口減少への対応等において、国が進める「まち・ひと・しごと創生」と基本的方向が一致 

していることから、「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定、推進に当たっても、 

これらと整合性を図りながら取り組みます。 

３ 協働による取り組み 

 「えべつ未来づくりビジョン」の推進に当たっては、市民、自治会、市民活動団体、企 

業、大学、市など多様な主体、様々な世代が協力してまちづくりに取り組むことを基本と 

しており、「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定、推進に当たっても、多様な 

主体との協働により、その取り組みを進めます。 

４ 広域連携による取り組み 

 大都市圏への人口の一極集中を是正するためには、江別市だけではなく広域的な取り組 

みを推進する必要があることから、国や北海道のほか、近隣市町村との広域連携による施 

策も進めてまいります。 

５ 地域資源や地域特性を生かした取り組み 

江別市は、大消費地札幌市に隣接し、交通アクセスの優位性があります。 

また、市内には４つの大学や様々な研究機関が立地しており、知的資源を生かした産学 

官連携や学生の力を生かしたまちづくりに積極的に取り組んでいます。 

さらに、石狩川や森林公園などの自然環境や豊かな農畜産物にも恵まれています。 

こうした地域資源や立地性の強みを生かして、江別市ならではの「まち・ひと・しごと創

生」の施策を進めてまいります。 

（年度）
平成２６ 平成２７ 平成２８ 平成２９ 平成３０ 平成３１ 平成３２ 平成３３ 平成３４ 平成３５
(2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

えべつまちづ
くり未来構想

えべつ未来
戦略

えべつ
未来づくり
ビジョン

江別市まち・ひと・しごと創
生総合戦略

必要に応じ

て見直し

必要に応じて随時見直し

必要に応じて随時見直し
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６ 目標設定と効果検証 

 「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に当たっては、国の「まち・ひと・ 

しごと創生総合戦略」における政策４分野ごとに５年後の数値目標を設定するとともに、 

講ずべき施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定します。また、重要業績評価指標 

（ＫＰＩ）の設定は、江別市の将来人口推計、中長期の将来展望を提示する「江別市人口ビ 

ジョン」や「えべつ未来づくりビジョン＜第６次江別市総合計画＞」における 

成果指標等を踏まえたものとします。 

そのほか、総合戦略策定後における施策の効果検証は、自治会、経済団体、国の行政機 

関、大学等の高等教育機関、金融機関、労働団体、メディア等の団体から推進された委員で

構成する「江別市まち・ひと・しごと創生有識者会議」により毎年度検証を行い、必要に応

じて「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の見直しを行います。 
＊重要業績評価指標（ＫＰＩ）：Key Performance Indicator の略称。  
施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標をいう。 

７ まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 

 「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定、推進に当たっては、国のまち・ひと・

しごとの創生に向けた、以下の５つの政策原則に基づき施策を展開します。 

 ①自立性（地域の自立、発展につながる施策を実施） 

 ②将来性（自主的かつ主体的に、目標を持って取り組む） 

 ③地域性（地域の実態に合った施策を支援） 

 ④直接性（直接的な支援する施策を実施） 

 ⑤結果重視（ＰＤＣＡによる効果検証） 

総人口の推移（1955～2060 年）

（出典）2010年までは国勢調査（合併も考慮）、2015年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3月推計）」

（国立社会保障・人口問題研究所）に準拠した推計
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江別市の人口推移（1955～2060） 

国立社会保障・人口問題研究所準拠推計

＊
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Ⅲ 人口ビジョンの結果から見る現状と課題 

 「江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に当たり、人口動向や将来人口の分析を行い、

目指すべき将来の方向性や施策の方向性を踏まえた人口の将来展望を示す「江別市人口ビジョン」を

策定しており、「江別市人口ビジョン」により整理された主な現状と課題は以下のとおりです。

１ しごとをつくり、安心して働けるようにする 

（１）能力を生かせる魅力ある仕事づくり 

 ①市民アンケートから 

・特に男性が「自分の能力や資格を活かせる」「やりがいがある仕事の内容」などを理由に勤め先 

を選び、江別市以外の企業に勤めている割合が高い。 

②事業所アンケートから 

・採用拡大に向けて希望する取り組みとして、「事業所が必要とする能力や経験を持った人材とのマ

ッチング支援」、「新たに雇用を増やした事業所に対する奨励金等、行政からの助成」の割合が高

い。 

（２）女性が子育てしながら働けるまち 

①乳幼児の母親との意見交換会から 

・１１名全員が「いずれ働きたい」との希望あり、経済的な負担を理由として就業に対して強い意

欲が見られた。 

・働くのに不安な点として、求職活動中の子どもの預け入れや待機児童の関係など保育園の受け入

れ体制、子育てに関するサービスの情報不足等に対する意見あり。 

②市民アンケートから 

・女性の市内勤務の割合が高く、勤め先を選ぶ理由に時間や交通の便を挙げている。 

（３）江別市の大学生に選ばれる企業と仕事 

①市民アンケートから 

・江別市以外の地域に就職したいと考える大学生は、単純に市外で働きたいという意見のほか、

求人や就業条件により市外を選択。 

②大学生との意見交換会から 

・江別市の企業の情報が大学生に十分届いていない。 

【課題】 

江別市には多様で特色のある産業・企業があり、多様な人材が活躍できる仕事づくりと安定し 

た雇用を生み出す仕組みが必要である。 

【課題】 

仕事と子育てとの両立を目指している市民のため、保育料の負担軽減や保育園の受け入れ態勢

の充実など、子どもを持つ親が安心して働くことができる施策の充実や、利用可能な子育て支援

サービスの効果的な情報発信が必要である。

【課題】 

 大学生に対し市内企業を選択してもらうため、地元企業についての情報提供やインターンシッ 

プ制度の周知・普及、企業と学生のマッチング支援等のさらなる推進が必要である。
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２ えべつへの新しい人の流れをつくる 

（１）子育て世代の満足度を高める 

 ①人口動態分析から 

・0～9歳と 30～39 歳で転入が転出を上回っており、「子育て世代」が転入していることを示してい

る。 

（２）若い世代の地域定着 

①人口動態分析及び市民アンケートから 

・20～24 歳の転出が多く、大学卒業後の就職による理由が想定され、市民アンケート結果において

も市外への転出意向が強い。 

②大学生との意見交換会から 

・地域活動への参加をきっかけとして住み続ける可能性や、実際に住んでみたいと思うようになっ

たという意見あり。 

３ 若い世代の結婚・出産・子育てを支援する 

（１）子どもを産み育てやすい仕組みづくり 

①人口動態分析から 

・江別市では、晩婚化・晩産化や若い女性の人口減少により、出生数の減少が進んでいる。 

②市民アンケートから 

・配偶者の年収が増加するほど、「今いる子ども数」と「予定子ども数」の差が小さくなっており、

将来の経済的な負担感が出産の意向に反映されている。 

（２）若い世代の結婚の希望をかなえる仕組みづくり 

①市民アンケートから 

・女性は、年齢が若いほど「いずれは結婚したい」と考えている割合が高くなり、希望する子ども

の数が多い。 

・特に 20 代で未婚の割合が高く、その理由として「自分の周囲で異性と出会う場が少ないから」と

したものが約半数にのぼる。 

【課題】 

子育て世代の転入を一層促進するため、子どもを産み育てやすい仕組みや環境をさらに充実す

ることや、市の魅力や取り組みを効果的に市内外へ発信することが必要である。 

【課題】 

若い世代が地域と関わり役割を持つことで、「暮らしつづけたい」という意識の醸成が期待でき 

る。また、一度地域を離れた世代が「戻ってきたい」と思えるような地域づくりが必要である。

【課題】 

これから子どもを産もうとする若い世代の意識を早くから啓発するとともに、安心して子育て 

を始められるよう、江別市の子育て支援サービスを効果的に情報発信し、利用してもらう必要が

ある。 

【課題】 

晩産化・晩婚化を解消するためには、若い世代の結婚を支援する仕組みづくりが必要である。 
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４ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしと健康を守るとともに、地域と地域を連携する 

（１）生活の利便性の向上 

 ①人口動態分析から 

・札幌市への通勤通学者の割合が、全体の 38.2％を占めており、札幌市まで 20 分という利便性の高

さから、ＪＲが通勤、通学など生活の足として市民に利用されている。 

・このため、江別・野幌・大麻の主要なＪＲ駅を基点として、多くのバス路線が運行されている。 

（２）高齢になっても暮らせるまちづくり 

①人口動態分析から 

・江別市では、今後、2040 年（平成 52 年）まで高齢者数が増加し続け、高齢化率は 4 割を超え、

増加率は 9割を超えると推計されている。 

【課題】 

駅周辺を都市活動の拠点として位置づけ、生活機能を集約化したコンパクトなまちづくりを行

うこと等により、誰もが暮らしやすいまちづくりを行うことが必要である。 

【課題】 

高齢者が住み慣れた地域の中で役割を持ち、支え合いながら、健康でいきいきと自立した生活 

を送ることができる地域づくりが必要である。 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

Ⅳ 基本目標及び施策の基本的方向 

◆基本目標① しごとをつくり、安心して働けるようにする    

≫≫≫関連：えべつ未来戦略２（えべつの将来を創る産業活性化）

江別市は、道内の同規模の都市と比べて人口当たりの産業規模が小さく、加えて市外へ通勤する人

が多く平日の昼間人口が少ないため、市場規模も小さい状況にあります。 

また、市内事業所においては、景気の低迷とともに事業所数や従業者数が減少しているほか、市内 

に就職する学生の割合も低い状況にあります。 

まちの活力の基盤の一つは産業であり、人口減少社会を迎えて、まちの活力を維持していくために 

は、これまで以上に産業の活性化が重要です。 

そこで、将来にわたり産業を支えていくために、安心して働ける企業を誘致、育成し、安定した雇

用が生み出されることを目指します。 

【数値目標】 

指  標 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

市内企業へ就職した市内の新卒

者数（高校・大学）

４５人 

（平成２６年春） 

２５０人 

（５年間累計）

食関連企業の新増設数  １社 
  ６社 

（５年間累計）

施策の基本的方向        基本目標① しごとをつくり、安心して働けるようにする

○ 江別市は、大消費地である札幌市に隣接し、交通アクセスの優位性がある強みがあることから、

その立地性を生かした企業誘致等を進めます。 

○ 江別市の特性である４つの大学や、研究機関などの知的資源を生かし、産学官や産業間の連携に

よる産業活性化を進めます。 

○ 江別市に住み、江別市で働いてもらえるよう、雇用の創出や人材育成、就労環境の整備に取り組

みます。 

【江別市の状況】 

・人口 1人当たり年間製造品出荷額 71 万円（平成 25年、道内 22 位）（北海道 117 万円、小樽市 130 万円、

北見市 110万円、苫小牧市 713万円） 

・人口１人当たり商品販売額（小売）62万円（平成 24 年、道内 33位）（北海道 90 万円、小樽市 90 万円、

北見市 107万円、苫小牧市 94 万円） 

・昼夜間人口比率 89.0%（平成 22年（従業地による人口（昼間人口）÷常住地による人口（夜間人口）） 

・平成 21年から市内事業所数が 175 事業所、従業者数が 1,333 人減少（平成 24 年） 

・市内の 4大学、1短大を卒業して就職する学生のうち、市内に就職する割合 1.7％（H24～26 年度平均） 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

具体的施策           基本目標① しごとをつくり、安心して働けるようにする

産学官連携、農商工連携を強化し、多様な主体が連携して地域に根ざした産業集積を図ります。 

また、大学・研究機関に恵まれた江別市ならではの知的資源や学生の力を生かした産業の活性化を

めざします。 

①－（１）－① 市内企業等が主体となったネットワーク構築の支援 

中小企業をはじめとする企業間の連携や産学官・農商工のネットワークを強化し、新ビジネス 

の創出など、江別市全体や江別市を取り巻く地域に効果をもたらす事業を重点的に支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

補助金活用件数 ２４件 
１５０件 

（５年間累計） 

江別経済ネットワーク参加者数 １３９人 
７５０人 

（５年間累計） 

・市内の経済・産業・企業に関する情報をＰＲし、市民への浸透と企業間連携を促進 

・イベント開催や人材育成、共同研究による新商品開発等、商店街や中小企業が実施する事業に対

する助成を行うことにより市内商工業を活性化 

・大学・研究機関・企業などの交流の場をつくり、連携協力を進めることで、共同研究による新商

品開発や雇用拡大を支援 

①－（１）－② マーケティングの視点に基づいた産業振興 

市内の中小企業が、市内だけではなく道内外・海外への広域的な展開や、顧客のニーズを考え、

製品・サービスの企画から流通に至るまでを総合的に模索するマーケティングの視点に基づいた産

業振興を支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

商談会・催事出展企業数 ２９社 
１５０社 

（５年間累計） 

・食を軸とした中小企業の商談会出展支援による地場産品の販路拡大や掘り起し、高付加価値化な

どを関係団体と連携しながら推進 

・イベント開催や人材育成、共同研究による新商品開発等、商店街や中小企業が実施する事業に対

する支援を行うことにより市内商工業を活性化（再掲①－（1）－①） 

・大学・研究機関・企業などの交流の場をつくり、連携協力を進めることで、共同研究による新商

品開発や雇用拡大を支援（再掲①－（1）－①） 

◎北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の取り組みとして、北海道や北海道経済連合会、

関係自治体、市内大学、企業等との連携により、食の高付加価値化による新商品開発や市内で生

産した農畜産物、加工食品の輸出、海外展開を支援（再掲①－（1）－④） 

・市内大学等と連携して食の臨床試験（食品の機能性検証）に関する取り組みを支援（再掲①－（1）

－④） 

①－（１）産業間連携等による産業の活性化  

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト２Ａ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

①－（１）－③ 地域に根差した商店街の魅力づくりの支援 

地域の特性を生かした商店街の魅力づくりや、学生や地域住民など多様な世代や主体が交流し、

商店街の活性化をめざす活動を支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

セミナー参加者数 ４７人 
１００人（平成２８年度） 

（累計、２年で見直し） 

・顔づくり事業における野幌駅周辺地区商店街の再編整備を進めるため、コーディネーターの配置

による相談対応を実施 

・学生や地域住民の商店街での活動参入を促すため、啓発セミナー（実践事例を紹介する説明会）

の開催や参入希望者へのサポート等を実施 

・イベント開催や人材育成、共同研究による新商品開発等、商店街や中小企業が実施する事業に対

する助成を行うことにより市内商工業を活性化（再掲①－（1）－①） 

①－（１）－④ 大学・研究機関との共同研究の推進 

江別市の知的資源である大学・研究機関と企業等が共同で産業振興をめざすための研究を支援し、

高付加価値化・新製品開発・ブランド化等を推進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

産学官・産業間連携のプロジェク

トによる新アイテム開発取組数 
１件 

５件 

（５年間累計） 

食品の臨床試験ボランティア登録

者数 
４，７５０人 １０，０００人 

◎北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の取り組みとして、北海道や北海道経済連合会、

関係自治体、市内大学、企業等との連携により、食の高付加価値化による新商品開発や市内で生

産した農畜産物、加工食品の輸出、海外展開を支援 

・市内大学等と連携して食の臨床試験（食品の機能性検証）に関する取り組みを支援  
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

立地環境を生かした食関連産業の集積を図るとともに、第２次産業や第３次産業と連携した江別産

農畜産物の高付加価値化や、江別産の「食」の広域的販路拡大などの取組を支援します。

①－（２）－① 「食」の付加価値を高める産業の集積 

北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区への指定などを契機として、江別産の農畜産物

の活用につながる食関連産業の育成と企業誘致を推進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

補助指定企業数 ２社 
１０社 

（５年間累計） 

・ＲＴＮパークや第１・第２工業団地内の未利用工業地への企業立地促進を図るため、企業誘致パ

ンフレットを作成し、積極的な企業誘致活動を展開 

・市内における企業立地等を促進し、市内経済の活性化と雇用の場の創出を図るため、新規立地・

増設・設備更新・雇用を行った企業に対し助成を実施 

①－（２）－② 付加価値の高い新製品開発、販路拡大等の支援 

地元農畜産物を利用した新製品開発などの取り組みを支援するとともに、市内生産者・事業者に

よる国内外への販路拡大に向けた取り組みを支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

えべつの農産物加工品認定数 ５件 
２２件 

（５年間累計） 

特産品の認知個数 ２件 
４件 

（５年間累計） 

６次産業化による新商品開発数 ※ － 
１２件 

（５年間累計） 

・市内農産加工品の推奨品認定制度などにより、農産物の認知度や信頼度を高める取り組みを支援 

◎市のブランド品として確立された小麦、黒毛和牛の生産量の確保に対して助成を行うとともに、

新たな江別産農畜産物ブランド化確立のためのＰＲを支援 

◎北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の取り組みとして、北海道や北海道経済連合会、

関係自治体、市内大学、企業等と連携して、食の高付加価値化による新商品開発や市内で生産し

た農畜産物、加工食品の輸出、海外展開を支援（再掲 ①－（1）－④） 

★江別産農畜産物の６次産業化を進めるため、新商品開発、人材育成等を支援 

①－（２）農業と第２次産業・第３次産業との連携による広域的な展開 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト２Ｂ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

企業にとって魅力的な立地環境の整備等により、企業誘致を進め新たな雇用を創出します。 

一方で、若い世代や女性、高齢者などが安心して働き続けられるような就労支援・人材育成に取り

組み、企業が必要とする労働力を確保します。 

①－（３）－① 企業誘致のための条件整備 

江別市の地理的優位性を周知しつつ、企業にとって魅力ある支援を制度化し、さらに子育て環境

の充実など、働きやすい環境整備を進めることにより、食関連産業を中心に企業誘致を進め、雇用

の創出を図ります。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

０～２歳の待機児童数（年度末） ※

（再掲） 
０人   ０人 

補助指定企業数（再掲） ２社 
１０社 

（５年間累計） 

・年間を通じて待機児童解消を図るため、０～２歳児を対象としたグループ型小規模保育所の開設、

運営を支援（再掲 ③－（1）－①） 

・老朽化した市立保育園の統合整備を行い、定員を増やすことで待機児童を解消し、保育体制を充

 実（再掲 ③－（1）－①） 

・市内における企業立地等を促進し、市内経済の活性化と雇用の場の創出を図るため、新規立地・

増設・設備更新・雇用を行った企業に対し助成を実施（再掲①－（2）－①） 

①－（３）－② 潜在労働力の掘り起し（就労支援） 

働きたい人が働けるような就労支援に取り組むことで、就労人口を増加させ、企業誘致につなげ

ます。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

支援を受けて就職した女性の人数 ２５人 
     ２５０人 

（５年間累計） 

障がい者就労相談等支援件数 － 
１，９００件 

（５年間累計） 

◎出産や育児により離職し、再就職を希望する女性の市内企業への就職を支援するため、就職支援

イベントや有給研修等の開催、子育て支援施設と連携した相談窓口を開設 

◎障がい者の就労相談支援事業所の運営により、障がい者や企業からの就労相談を包括的に受け付

け、就労に向けた支援を実施 

・年間を通じて待機児童解消を図るため、０～２歳児を対象としたグループ型小規模保育所の開設、

運営を支援（再掲 ③－（1）－①） 

・老朽化した市立保育園の統合整備を行い、定員を増やすことで待機児童を解消し、保育体制を充 

 実（再掲 ③－（1）－①） 

①－（３）雇用の創出と人材育成の支援 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト２Ｃ

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

①－（３）－③ 産業の担い手の確保・人材育成の支援 

企業と人材のマッチングや産業の振興に貢献する人材育成の支援等により、次代を担う優秀な人

材の確保・育成を支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

介護職を希望する方が就職した人数 － 
      ５０人 

（５年間累計） 

有給インターンシップに参加した大学

生の人数 
４人 

１９２人 

（５年間累計） 

市役所でのインターンシップに参加し

た大学生の人数 
９人 

      ５０人 

（５年間累計） 

◎介護サービス需要増加への対応と女性や若年者の雇用拡大を図るため、介護職種への就職希望者

に対して資格取得や職場実習の機会を提供することにより、市内介護事業所への就職と定着を推

進 

◎就職を希望する高校生に対して職業講話や面接指導等による就職支援を行うとともに、市内企業

へのインターンシップや企業説明会の開催等により地元への就職機会を拡大 

◎市内大学の学生に対して市内や近隣自治体での有給のインターンシップ機会を提供することによ

り、地域における労働力確保と将来を担う人材の育成を支援 

◎市内大学の学生を対象に、市役所の各部署で実務に則したインターンシップを実施し、将来、市

内で活躍する人材の育成を推進 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

◆基本目標② えべつへの新しい人の流れをつくる
≫≫≫関連 えべつ未来戦略１（ともにつくる協働のまちづくり） 

えべつ未来戦略２（えべつの将来を創る産業活性化） 

                        えべつ未来戦略４（えべつの魅力発信シティプロモート）

人口減少とともに、生産年齢人口や年少人口が減少している江別市においては、将来にわたるまちの活

力維持のために、地域活動を担う人材確保が重要となります。このような中で、江別市の人口動態におい

ては、３０代を中心とした子育て世代の転入超過が続いていることから、こうした動きを助長するため、

まちの魅力を札幌圏に、より一層ＰＲし、子育て世代を中心とした転入増加につなげることが必要です。

また、交流人口を増やすためには、江別市に実際に来てもらい、まちを知ってもらうことが重要で

あるため、大都市札幌に近い立地性を生かして、新たな観光拠点の整備や豊かな地域資源の有効活用

など、効果的な観光振興の取り組みが必要です。 

さらに、江別市では、大学生などが就職等を機に、札幌市ほか大都市圏を中心に転出している状況

が見られます。若い世代の大都市圏への流出は北海道全体の傾向でもあることから、近隣を含めた圏

域からの人口流出を防ぎ、地域に定着させるための取り組みが必要となっています。 

そこで、江別市の地理的優位性や産業、自然環境、大学などの地域資源を生かして、定住人口や交

流人口の増加を目指します。 

【数値目標】※新規設定指標

指  標 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度）  

転入数と転出数の差 ※ △１２０人（平成２６年） 転入超過（平成３１年） 

江別市の認知度の道内順位 １９位 １８位 

主要観光施設の利用者数

施策の基本的方向           基本目標② えべつへの新しい人の流れをつくる

○ 多様化、高度化する市民ニーズや複雑化している地域課題を効果的に解決するために、多様な主

体が、それぞれの得意分野や特性を生かし、協力して取り組めるような協働によるまちづくり、ひ

とづくりに取り組みます。特に大学生など若い世代の地域への定着の取り組みについては、広域的

な連携を視野に入れた新たな仕組みを検討します。 

○ 様々な地域資源や立地性を生かした観光振興により、交流人口の増加と経済活性化に取り組みま

す。 

○ 江別市の豊かな自然環境や交通アクセスの優位性など住環境の良さや、豊かな農畜産物やれんが

などの歴史的産業、子育て支援や教育環境の充実など様々な江別市の魅力を道内外に広く発信する

ことで江別市の認知度を向上させるとともに、より効果的に定住人口、交流人口の増加を図るため、

市民や企業、大学などが一体となって情報を発信するシティプロモートを推進します。 

【江別市の状況】 

・東京圏（平成 25 年:△174 人）や札幌市（平成 25 年：△513 人）との間で転出超過がある一方で、札幌

市から 30代（平成 25年：転入 457 人－転出 443 人＝＋14人）や年少人口の一部（平成 25 年：0～9歳 

転入 245 人－転出 126 人＝＋119 人）で、転入超過が見られる 

・全体では、2008 年（平成 20 年）以降転出超過が続き、特に 20～29 歳で札幌市との間で転出超過が見ら

れる（平成 25年：転入 485 人－転出 900 人＝△415 人） 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

具体的施策              基本目標② えべつへの新しい人の流れをつくる

知的資源である４大学を活用し、これら大学と学生がそれぞれの得意分野を生かして、地域課題の

解決やまちの活性化のために様々な分野で活躍できるまちづくりを進めます。

また、若い世代が地域に定着するためには、学生時代から地域と接点を持つことが重要であること

から、市内大学と関係機関、近隣のみならず広域的な視点で他自治体と連携し、大学生の地域への定

着や大学の知的資源の地域活用などが促進される新たな仕組みづくりを進めます。

②－（１）－① 大学の得意分野を生かした地域の活性化 

大学の研究機能を活用するとともに、大学と地域が互いを知り、交流する活動を促進し、地域の

課題解決をめざします。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

大学版出前講座参加者数 － ５００人 

調査研究補助事業数   ４件    ５件 

大学及び学生等との連携事業数 ３２件  ３５件 

・市内大学と地域が連携した協働のまちづくりを推進するため、市内４大学の教員が、調査研究事

業や大学の得意分野をテーマに自治会等で行う出前講座の実施を支援 

・市内大学の知的資源をまちづくりに生かすため、市内４大学の教員が行う市の課題解決や地域活

性化に貢献する調査研究事業に対し助成 

②－（１）－② 知的資源である大学が持つ力を生かした教育・人材育成の促進 

大学の教育機能を活用し、地域活動という視点で市民に学びや交流の場を提供するとともに、 

協働のまちづくりを担う人材を育成します。

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

市民カレッジ講座数 １００講座 １２５講座 

・市内４大学等と連携し、その知的資源を活用することにより、市民の様々な学習要求に応えると

ともに、市民が問題意識と知識を獲得し、まちづくりに参画していくための学習の場を提供 

②－（１）－③ 学生の力を生かしたまちづくり 

学生の力を活用し、地域が持っている力との相互作用により、地域の活性化をめざします。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

学生地域活動補助事業数 ５件 ６件 

・市内４大学の学生が自主的に取り組む地域住民との触れ合いやまちづくりに関する活動に助成 

②－（１）大学が活躍するまちづくり 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト１Ｂ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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石狩川や原始林、地場産品、食と農、歴史的建造物などの地域資源を観光資源としてさらなる有効

活用を図るとともに、新たな観光拠点を整備するなど、大都市である札幌市に隣接している地の利を

最大限に生かした江別市ならではの観光を推進します。 

②－（１）－④ 地域と大学で連携した若い世代の地域定着 

市内大学と関係機関、近隣のみならず広域的な視点で他自治体と連携し、大学生の地域への定着 

や大学の知的資源の地域活用などが促進される新たな仕組みづくりを行います。 

 また、市内大学と連携して、大学生に市の魅力をＰＲし、市内への転入を促進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

地域定着の取組への大学生参加人

数 ※ 
－ １００人 

★市内大学や市内関係機関のほか、広域的な視点で他自治体と連携し、市内大学生の定住、就職等、

地域への定着や大学の知的資源の地域活用などを促進する新たな仕組み（協議会）を構築、運用 

・市内大学に通う大学生の市内への転入を促進するため、大学の協力を得て、入学時のオリエンテ

ーションやオープンキャンパス等の機会に、住民登録手続きの説明を行うとともに、市のＰＲを

実施 

②－（２）－① 地域資源の観光への有効活用 

豊かな自然や既存の施設の利活用、食と農の観光化や、市民や企業等による観光資源の発掘・創

出・魅力向上を支援することにより、地域資源を生かした観光を推進します 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

観光案内所来所数 ※ － 
１３０，０００人 

（５年間累計） 

グリーンツーリズム関連施設の利

用者数 
４８５，７９０人 ５０５，４００人 

・地域資源を活用した観光情報を発信（周遊マップの配布やプロモーション広告等）し、江別市の

知名度向上を図り近隣市の住民や観光客の市内への誘客を促進 

・都市と農村の交流を推進するため、グリーンツーリズム関連事業（直売所・貸し農園・農産加工）

を行う農業者を支援 

◎やきもののまち江別を代表する「れんが」を使用した歴史的建造物である「旧ヒダ工場」を観光

拠点施設として活用し、市内外からの観光誘客を促進 

②－（２）地域資源の活用による観光の振興 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト２Ｄ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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江別市まち・ひと・しごと創生総合戦略

情報収集と発信の仕組みを再構築して江別市の情報戦略を確立し、対象と目的を明確化すること

で、ニーズに合わせた効果的なシティプロモーションに取り組んでいきます。特に、まちの魅力を高

めるために重点的に推進する取り組みを積極的にＰＲし、市民や企業等と、一体的に情報発信に取り

組むことで、江別市の認知度向上をめざします。 

②－（２）－② 観光資源のパッケージ化 

顧客の目的やニーズに合った様々な地域資源を組み合わせた、江別市ならではの観光資源のパッ

ケージ化や観光ルート化による相乗効果で、観光の魅力を高めるとともに地域振興も図ります。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

観光協会会員数 １８０会員 ２００会員 

・近隣市町村と連携した観光情報の発信やイベント等での市内特産品の道内外へのＰＲなど、観光

協会が実施する観光プロモーション活動を支援し、観光客の市内誘客を促進 

・地域資源を活用した観光情報を発信（周遊マップの配布やプロモーション広告等）し、江別市の

知名度向上を図り近隣市の住民や観光客の市内への誘客を促進（再掲②－（2）－①） 

②－（３）－① 市民や企業などが主体となるまちづくり情報発信の促進 

まちづくりへの積極的な市民参画や企業参画を促し、一体的に情報発信に取り組むための環境づ

くりを行うなど、ニーズにあわせた効果的な情報発信を推進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

協働啓発事業参加者数 ９５０人 
１３，９３５人 

（５年間累計） 

協働事業参加団体数（再掲） ４２団体 ４５団体 

・自治基本条例に基づく「協働」に対する意識啓発のため、啓発リーフレット等の配布や出前講座

を実施 

・地域の公共的な課題の解決や市民活動の広がりと協働のまちづくりの推進に寄与する事業を行う

団体への助成やセミナーの開催等により、市民協働への参画意識を向上（再掲 ④－（2）－②）

◎市内の関係機関の参画による協議会を運営し、ニーズに合わせた効果的な情報発信を行い、市の

認知度、イメージを向上（再掲 ②－（3）－④） 

②－（３）ニーズに合わせた効果的な情報発信 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト４Ａ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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②－（３）－② 江別市に来てもらうための観光・産業情報の発信 

各種イベント情報や、江別市ならではの地域性を生かした観光・産業情報をＰＲします。また、

市民や企業等による市民目線の観光・産業情報発信の取組を支援し、ニーズにあわせた効果的な情

報発信を推進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

特産品の認知個数（再掲） ２件 
４件 

（５年間累計） 

江別市の情報発信力が高いと思う市

民割合（再掲） 
２８．５％ ５０．０％ 

・北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の取り組みを首都圏の企業にＰＲする広報事業

を実施 

◎市のブランド品として確立された小麦、黒毛和牛の生産量の確保に対して助成を行うとともに、

新たな江別産農畜産物ブランド化確立のためのＰＲを支援（再掲 ①－（2）－②） 

・地域資源を活用した観光情報を発信（周遊マップの配布やプロモーション広告等）し、江別市の

知名度向上を図り近隣市の住民や観光客の市内への誘客を促進（再掲 ②－（2）－①） 

◎市内の関係機関の参画による協議会を運営し、ニーズに合わせた効果的な情報発信を行い、市の

認知度、イメージを向上（再掲 ②－（3）－④） 

②－（３）－③ 江別市に住んでもらうための生活情報の発信 

生活、子育て支援・教育、安全・安心や環境への取組に関する情報、良好な住環境の情報などを

市内外にＰＲし、ニーズにあわせた効果的な情報発信を推進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

ホームページアクセス数 ２７，９８８件 ２９，０００件 

江別市の情報発信力が高いと思う市

民割合（再掲） 
    ２８．５％   ５０．０％ 

・子育て世代を対象とした転入促進パンフレットの作成や市ホームページ上の専用サイトの運用に

より、江別市の魅力の効果的なＰＲを展開 

◎市内の関係機関の参画による協議会を運営し、ニーズに合わせた効果的な情報発信を行い、市の

認知度、イメージを向上（再掲 ②－（3）－④） 
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②－（３）－④ 江別市のイメージづくり 

多様なメディアを利活用して、市内外に江別市の魅力や優位性を積極的にＰＲし、認知度を向上

します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

ふるさと納税者数   １０５人   ５００人 

江別市の情報発信力が高いと思

う市民割合 
２８．５％ ５０．０％ 

・ふるさと納税の寄附者に対して、江別市の特産品等を贈呈することで、江別市や特産品等のＰＲ

を行い、シティプロモートを推進 

◎市内の関係機関の参画による協議会を運営し、ニーズに合わせた効果的な情報発信を行い、市の

認知度、イメージを向上 

・子育て世代を対象とした転入促進パンフレットの作成や市ホームページ上の専用サイトの運用に

より、江別市の魅力の効果的なＰＲを展開（再掲 ②－（3）－③） 

（観光や住環境等、市の魅力を効果的にＰＲするため、総務省所管事業の「地域おこし協力隊」の

活用を検討） 
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◆基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育てを支援する

≫≫≫関連：えべつ未来戦略３（次世代に向けた住みよいえべつづくり）

少子高齢化、人口減少社会において、福祉・教育・交通などのサービス低下を防ぎ、持続可能なま 

ちづくりを行っていくためには、人口減少を可能な限り抑制、あるいは食い止める取り組みが必要です。

 江別市においては、2003 年（平成 15年）以降、自然減の状態が続いており、合計特殊出生率、有 

配偶出生率も全国、北海道平均より低い状況にあるため、結婚から子育てまで切れ目のない支援を 

行うことが必要です。 

そこで、子どもを産み、育てやすい環境と子どもが健やかに育ち、心豊かに学ぶことができる環境づ

くりを進め、選ばれるまちを目指します。 

【数値目標】 

指  標 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

江別市で子どもを産み育てたいと考えて転入し

てきた子育て世代（２０～４０代）の割合 
６．３％ ８．０％ 

子育て環境が充実していると思う市民割合 ４４．４％ ６０．０％ 

施策の基本的方向         基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育てを支援する

○ 子どもを産み育てる環境を充実させるとともに、多世代が関わり合いながら、社会全体で子育てを

サポートする環境をつくることで、「子育てしながら働きやすいまち」、「子どもを産み育てやすい

まち」をめざし、子育て世代の定住促進に取り組んでいきます。 

○ 既存の子育て支援政策を効果的に連動させ、利用者のニーズに合せた支援を重層的に実施すること

で、子育て世代をサポートする環境を充実します。 

○ 地域の関係機関の連携により男女の出会いの場づくりを行い、若い世代の婚活と地域への定住を推

進します。 

○ 子どもたちが多様な社会を生き抜く力を養うことを目的に、個性を尊重しつつ確かな学力の定着に

努めます。安全で安心な教育環境の下で地域社会全体が連携し、次代を担う心身ともに健康な子ども

たちを育てます。

【江別市の状況】 

・自然増減（出生、死亡）は、2003 年（平成 15年）より自然減の状態が続き、合計特殊出生率（平成 20

～24 年 平均 1.06）は、全国平均（1.38）、北海道平均（1.25）を下回っている 

・有配偶者の出生率（人口千人当たり）は 58.4‰（平成 22 年）で、全国平均 81.5‰、北海道平均 74.7‰

を下回っている（20～24 歳で 338.4 ・全国 399.2・北海道 378.8、35～39 歳で 50.6・全国 68.0・北海

道 60.0） 

・有配偶率は、男性で 60.2％、女性で 56.8％（平成 22 年）と全国平均（男性 59.9、女性 55.9）、北海道

平均（男性 61.5、女性 54.2）と概ね変わらないが、20～24 歳で男性 2.7％、女性 5.1％、25～29 歳で

男性 23.8％、女性 32.1％と、全国平均（男性 20～24 歳 5.5、25～29 歳 26.2・女性 20～24 歳 9.3、25

～29 歳 36.2）及び北海道平均（男性 20～24 歳 6.4、25～29 歳 28.6・女性 20～24 歳 10.3、25～29 歳

36.4）を下回っている 

・子の出生時の母の年齢別割合は、1998 年（平成 10年）では、25～29 歳の母親の割合が 38.0％と最も高

いが、2013 年（平成 25年）では、30～35 歳が 34.1％と最も高く、晩産化の傾向を示している 
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具体的施策             基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育てを支援する

誰もが安心して子どもを産み育てることができるよう医療、保育、教育環境の整備や受け入れ体制 

を充実するとともに、子育てにかかる負担軽減などの制度の充実を進めます。 

また、市内外、年齢を問わず、一年を通して安心して利用できる子どもの遊び場を充実することで、

子どもの育ちを支援し、子育て中の保護者と多世代との交流機会を確保するとともに、市外からの交流

人口の増加、定住人口の増加を図ります。 

さらに、妊娠・出産・子育てについて考えるきっかけとなるイベントを開催し、子どもを産み育てる

ことの素晴らしさを知ってもらうことで、若い世代のうちから子育てに対する意識の醸成を図ります。

教育面では、時代の変化に対応した特色ある教育活動を進め、子どもたち一人ひとりの個性に応じた細や

かな教育を推進することで、確かな学力の定着と元気で情操豊かな子どもたちを育てます。また、すべての

子どもたちの教育ニーズに応じた適切な支援を進め、施設面においても安全で快適な教育環境の整備に努め

ます。

地域の関係機関の連携により、継続的な男女の出会いの場づくりを行い、若い世代の婚活を支援する

とともに、まちの魅力を効果的にＰＲし、交流人口、定住人口の増加を図ります。 

③－（１）－① 子どもを安心して産み育てられる支援体制の整備 

既存の子どもを産み育てる支援政策を効果的に連動させ、利用者のニーズに合わせた支援を重層的

に実施することで、子育て世代をサポートします。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

０～２歳の待機児童数（年度末） ※   ０人   ０人 

放課後児童会入会児童数 ７１２人 ７５３人 

母子手帳交付数 ※ ６４４人 ６６０人 

・年間を通じて待機児童解消を図るため、０～２歳児を対象としたグループ型小規模保育所の開設、

運営を支援 

・老朽化した市立保育園の統合整備を行い、定員を増やすことで待機児童を解消し、保育体制を充 

 実 

・働きながら子育てする世帯の経済的負担の軽減を図るため、保育料の軽減を継続実施 

・児童の健全育成と保護者の就労支援のため、放課後児童会、放課後児童クラブの受け入れ体制を充

実 

★妊娠・出産・子育てについて考えるきっかけとなる市民参加型のイベントや関連事業等を実施 

★子育て中の親子が安心して外出できる環境づくりを目的として北海道が実施する「北海道赤ちゃん

ホットステーション」登録促進事業に参画し、市内での普及を促進 

③－（１）社会全体で子どもを産み育てる環境づくり 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト３Ａ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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③－（１）－② 子育て世代が定住したくなる住環境の整備と教育内容の充実 

子育て世代の定住を促進するために、自然と調和した良好な住環境を整備するとともに、江別市

の特性を生かして教育内容の充実を図ります。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

教育施策に満足している保護者の割合 ８４．１％ ９０．０％ 

「生きる力」が身についた児童・生徒数 ７６．７％ ８０．０％ 

・児童生徒の勉学意欲の向上と確かな学力の定着を図るため、市内小中学校に学習サポート教員等

（学習サポート教員、学校地域支援本部ボランティア）を派遣し、チーム・ティーチングの学習

指導を実施 

・児童生徒の体力・運動能力の現状を把握し、学校における体育・健康に関する指導の充実及び児

童生徒の体力向上を推進 

・児童の基礎的・実践的な英語能力の向上のため、外国語指導助手を派遣し、小学校全校全学年で

「外国語活動」など国際化に対応した授業を実施 

・児童生徒の学力向上を図るため、電子黒板やタブレットＰＣなど、ＩＣＴ教育環境の整備を推進 

・特別な支援を必要とする児童生徒への対応のため、特別支援教育コーディネーターや補助員の体

制充実ととともに、必要な設備や備品等を整備 

・高齢化の進む大麻地区において、住みかえ支援相談窓口を運営し、住みかえ支援を推進すること

により、高齢者が住みやすい住環境づくりを進めるとともに、子育て世代の定住化を推進（再掲

④－（1）－③）（運営に当たっては、総務省所管事業の「地域おこし協力隊」の活用を検討）

③－（１）－③ 多世代が交流する子どもの遊び場の充実 

子どもの育ちを支援するために、いろいろな年齢の子どもが集まって、一年を通して安心して快

適に遊ぶことができる場の充実を図るとともに、子どもだけでなく、子育て中の保護者が、そのよ

うな場を利用して、高齢者をはじめとする先輩保護者と交流を深めることができる環境の整備を進

めます。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

子育て広場年間延利用者数 ８０，０００人 ４００，０００人（５年間累計）

あそびのひろば参加組数  １，８００組  １０，０００組（５年間累計）

・子どもたちが一年を通して安心して快適に遊ぶことができ、親子で交流することのできる「子育

てひろば」を市内の商業施設で運営 

・地域の自治会館等において、子どものあそび場と保護者の交流の場として、「遊びのひろば」を、

地域子育て拠点施設と子育てサポーター等が連携して実施 

③－（１）－④ 男女の出会いの場づくり 

地域の関係機関と連携協力して、継続的に男女の出会いの場を提供するイベント等を開催し、若

い世代の婚活を支援するとともに、まちの魅力を効果的にＰＲし、定住人口、交流人口の増加を図

ります。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

イベント参加人数 － ２００人（５年間累計） 

★地域の関係機関と連携協力して、交流会や体験事業をメニューとした、男女の出会いの場を提供

するイベントを継続的に開催し、若い世代の婚活を支援するとともに、市の魅力をＰＲするシテ

ィプロモーションの機会として活用 
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◆基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしと健康を守るととも

に、地域と地域を連携する  
≫≫≫関連：えべつ未来戦略１（ともにつくる協働のまちづくり） 

えべつ未来戦略３（次世代に向けた住みよいえべつづくり） 

人口減少社会や高齢化社会では、それぞれのライフスタイルを尊重しつつ、誰もが生活しやすいよう

に、駅周辺を都市活動の拠点として位置付け、必要な生活機能を集約化した利便性の高い、コンパクト

なまちづくりを行うことが求められています。 

また、社会環境の変化や市民ニーズの多様化・高度化などにより、地域が抱える課題も複雑化してい

ます。このため、市民や各種団体など多様な主体や様々な世代が、役割と責任を認識し、互いに尊重し

ながらそれぞれの得意分野や特性を生かし、協力して取り組む「協働のまちづくり」を確立する必要が

あります。 

さらに、2025 年問題（団塊の世代が 75 歳に到達）を控えて、全ての市民が住み慣れた地域で、健康

に生涯を暮らすことができるような取り組みが必要です。 

 そこで、駅を中心に必要な生活機能を集約したコンパクトなまちづくりを行うとともに、誰もが住み

慣れた地域で、健康でいきいきと自立した生活が送ることができる地域づくりを目指します。 

【数値目標】 

指  標 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

江別市が暮らしやすいと思う市民割合 ７５．７％ ７８．０％ 

駅周辺の利便性が高いと思う市民割合 ６２．６％ ７４．０％ 

施策の基本的方向  基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしと健康を守るとともに、 

地域と地域を連携する

○ 誰もが暮らしやすいと思える環境の充実を図るとともに、駅を中心として、様々なライフスタイル

やライフステージに対応した住みよいまちづくりに重点的に取り組みます。 

○ 「協働のまちづくり」の機運をさらに高め、多様な主体や様々な世代が、社会の担い手であるとい

う意識を持って、一緒にまちづくりに取り組める環境づくりや協働の仕組みづくりに重点的に取り組

みます。 

○ 全ての市民が生涯を通じて健康に過ごせるよう健康意識の向上と健康づくりの推進に努め、誰もが

安心して地域でいきいきと自立した生活が送ることができるよう、地域全体で支え合う体制づくりを

推進します。 

【江別市の状況】 

・高齢化率は、2010 年（平成 22 年）では 21.8％であるが、2040 年（平成 52 年）に 41.5%になると推計さ

れている（伸び率 90.1%（北海道の伸び率 65.2％）） 

・自治会加入率（加入世帯数／全世帯数）は単身世帯の増加とともに、徐々に減少している（平成 25 年度：

71.3％ 平成 26年度：70.9％ 平成 27年度：70.0％） 

・協働による活動等への参加率も減少している（平成 26年 1月調査:38.7％ 平成 27 年 5月調査：36.9％） 

※参加率：現在参加している又は以前参加したことがある人数の割合 
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具体的施策     基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしと健康を守るとともに、 

地域と地域を連携する

江別市のまちの特性に合わせた駅周辺の活性化を進め、魅力ある住みよいまちを実現するとともに、様々

なライフスタイルに対応するため、駅周辺の利便性を向上させることで、誰もが暮らしやすいまちづくりに

取り組んでいきます。 

また、駅を中心としたにぎわいのある拠点を創出し、子どもから高齢者、障がいのある方まで誰もが安心

して過ごすことのできる計画的な市街地整備の推進などによって、暮らしやすさを実感できる都市基盤の形

成を進めます。

 防災面では、誰もが安全で安心して暮らせるように、行政・市民・関係機関等が一体となって防災体制を

構築するとともに、防災訓練等を通じて防災意識を向上させ、地域での連携を緊密にして減災対策の充実に

努めます。

さらに、相互支援を目的とした２世代、３世代の同居や親元の近隣での居住（近住）などを支援するとと

もに、ライフステージに合わせた住み替え支援を行うことにより、子育て世代や高齢世帯など幅広い世代の

定着を図ります。

また、生涯を通じて住み慣れた地域でいきいきと自立した生活を送り続けることができるよう、地域にお

ける医療・保健・介護・住まいの連携による、江別市独自の「地域包括ケアシステム」の構築をめざします。

 市民が家庭、学校、職域、地域などで、生涯を通して積極的に健康づくりや健康増進のための活動を実践、

継続できるよう推進します。

 さらに、障がい者や生活困窮者の自立的な社会参加の促進を図るため、就労や生活支援など、支援体制の

充実を進めます。

④－（１）－① 様々なライフスタイルに対応した駅周辺の利便性の向上 

日常生活（買い物、行政手続き、子育てなど）、余暇、働く場面などで、様々なライフスタイルに

対応できるよう、それぞれの駅周辺の特性を生かした利便性の向上を図ります。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

野幌駅周辺地区（都心地区）の利便性、

快適性（道路・駅周辺）に満足してい

る市民割合 

６９．６％ ７７．０％ 

・野幌駅周辺のにぎわいのある都心づくりをめざして、土地区画整理事業や街路事業等による市街地

整備や、地元活性化協議会等との連携による地域活性化の支援、環境に配慮したまちづくりを推進

・江別駅周辺の賑わいを創出するため、江別小学校の跡地利用を含めた、江別駅周辺の活性化、土地

利用について検討 

④－（１）駅を中心とした暮らしやすいまちづくり 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト３Ｂ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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④－（１）－② 交通ネットワークの充実 

駅を中心とした公共交通を充実させることで、駅周辺から遠い郊外に居住する市民にも利便性のあ

るまちづくりをめざします。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

バス輸送人員 ５４８，０００人 ５５０，０００人 

交通環境に満足している市民割合 ６０．８％    ６４．０％ 

◎人口減少や少子高齢化を背景に、駅を中心としたコンパクトなまちづくりを行うため、駅周辺部に

おけるバス路線を再構築 

・除排雪により道路交通の確保を図り、継続的な懇談の開催など、行政と市民、事業者が協働して冬

期の安全な道路環境づくりを推進 

④－（１）－③ 高齢者等がいきいきと活動しやすい居住環境の充実 

住みかえやバリアフリー化への支援などにより、高齢者等が快適に生活できるよう支援します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

住宅のバリアフリー化支援件数 ※ ５５４件 ６５６件 

近住等の支援により定住した世帯数 ※ － 
  ２００世帯 

（５年間累計） 

・高齢化の進む大麻地区において、住みかえ支援相談窓口を運営し、住みかえ支援を推進することに

より、高齢者が住みやすい住環境づくりを進めるとともに、子育て世代の定住化を推進 

 （運営に当たっては、総務省所管事業の「地域おこし協力隊」の活用を検討） 

・高齢者や障がいのある方すべての人に優しいまちづくりを行うため、住宅等のバリアフリー化を支

援 

★２世代、３世代の同居や親元への近住等を支援するとともに、住みかえ支援を行うことにより、子

育て世代や高齢世帯など幅広い世代の定着を推進 
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市民、自治会、市民活動団体、企業、大学、行政など多様な主体や、高齢者をはじめとする様々な世

代が、それぞれの得意分野や豊かな経験・知識等を生かし協働するためのネットワークづくり、組織づ

くりを促進します。 

④－（１）－④ だれもが健康的に安心して暮らせるまちづくり 

全ての市民が生涯を通じて健康に過ごせるよう健康意識の向上と健康づくりの推進に努め、地域で

いきいきと自立した生活が送ることができるよう、地域全体で支え合う体制づくりを推進します。 

また、誰もが安全で安心して暮らせるように、行政・市民・関係機関等が一体となって防災体制を

構築するとともに、防災訓練等を通じて防災意識を向上させ、地域での連携を緊密にして減災対策の

充実に努めます。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

特定健診受診率 ※
  ２２．５％ 

（平成２５年度） 
   ５０．０％ 

健康カード発行数  ※          人          人 

防災訓練・セミナー等参加人数 １４,０８５人 １５,０００人 

・特定健診や後期高齢者検診の受診率向上につながる自治会の取り組みを支援 

★地域における医療・保健・介護・住まいの連携による、江別市独自の「地域包括ケアシステム」を

構築 

★市内大学や研究機関と連携して、健康カードの活用範囲を拡大し、健康づくり、健康増進事業を 

推進

◎だれもが楽しみながら参加できる運動を普及し、市民インストラクターとして地域の人材を育成す

ることにより、市民協働による健康づくりを推進 

◎障がい者の社会参加、自立を促進するため、障がい者の通所訓練のための交通費を助成 

・子どもから高齢者まで、市民の防災意識向上を図るため、市民や自主防災組織、関係機関の連携に

より防災訓練や意識啓発を目的としたセミナー等を開催 

④－（２）－① 協働によるまちづくり 

協働の意識の向上を図るとともに、まちづくりのあらゆる分野において、多様な主体や様々な世代

の協力による地域課題の解決に取り組みます。

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

協働によるまちづくりが進んでいる

思う市民割合 
２１．７％ ３５．０％ 

・自治基本条例に基づく「協働」に対する意識啓発のため、啓発リーフレット等の配布や出前講座を

実施 

④－（２）多様な主体が協働するまちづくり 

≫≫≫関連：えべつ未来戦略 戦略プロジェクト１Ａ 

※新規設定指標 

★新規事業 

◎地方創生先行型事業 
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④－（２）－② 協働を担う人づくり 

協働によるまちづくりを持続させるために、多様な主体や様々な世代が連携し、次世代を担う人材

を育成します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

協働のまちづくりに参加している

（していたことがある）市民割合 
３６．８％ ５０．０％ 

・市民協働への参画意識の向上を図るため、地域の共通の課題の解決や市民活動の広がりと協働の 

まちづくりの推進に寄与する事業を行う団体への助成やＮＰＯ法人に対する相談窓口の運営、市民

向けのセミナー等を開催 

・自治会で中心的な役割を担う人材を発掘・養成するため、セミナー等を実施し、自治会活動に対し

ての理解を深め、将来的な自治会役員の担い手を育成 

④－（２）－③ 協働に取り組むための組織づくり 

多様な主体や様々な世代の協力による取り組みをさらに推進するためのネットワークの強化を図

るとともに、協働の実践につながるような組織づくりを促進します。 

重要業績評価指標 (ＫＰＩ) 基準値（平成２６年度） 目標値（平成３１年度） 

協働事業参加団体数 ４２団体 ４５団体 

協議会参画団体数 ※ － ２０団体 

・市民協働への参画意識の向上を図るため、地域の共通課題の解決や市民活動の広がりと協働のまち

づくりの推進に寄与する事業を行う団体への助成やＮＰＯ法人に対する相談窓口の運営、市民向け

のセミナー等を開催（再掲 ④－（2）－②） 

★市内大学や市内関係機関のほか、広域的な視点で他自治体と連携し、市内大学生の定住、就職等、

地域への定着や大学の知的資源の地域活用などを促進する新たな仕組み（協議会）を構築、運用（再

掲②－（1）－④） 
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